
規 則

�愛媛県規則第６１号
知事が取り扱う個人情報の保護に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和２年１２月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

知事が取り扱う個人情報の保護に関する規則の一部を改正する規則

知事が取り扱う個人情報の保護に関する規則（平成１４年愛媛県規則第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
規 則

○ 知事が取り扱う個人情報の保護に関する規則の一部を改正する規則……………………………………………………………………………（広報広聴課）…１０３４

○ 肥料取締法施行細則の一部を改正する規則…………………………………………………………………………………………………………（農産園芸課）…１０３５

告 示

○ 農用地利用配分計画の認可…………………………………………………………………………………………………………（農政課農地・担い手対策室）…１０３６

○ 県営土地改良事業の事業変更計画書の縦覧…………………………………………………………………………………………………………（農地整備課）…１０３７

○ 保安林の皆伐面積の限度の公表………………………………………………………………………………………………………………………（森林整備課）…１０３７

○ 保安林予定森林…………………………………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…１０３９

○ 愛媛県資源管理方針…………………………………………………………………………………………………………………………………………（水産課）…１０３９

○ 瀬戸内海漁業取締規則の規定に基き、同規則の規定に該当する漁業の地方名称の一部改正………………………………………………………（ 〃 ）…１０４２

○ 土地改良区役員の就退任の届出…………………………………………………………………………………………………………（東予地方局農村整備課）…１０４３

○ 道路の供用開始（県道岩城環状線）………………………………………………………………………………………………（東予地方局今治土木事務所）…１０４４

○ 開発行為に関する工事の完了……………………………………………………………………………………………………………（中予地方局建築指導課）…１０４４

訓 令

○ 愛媛県庁事務決裁規程等の一部を改正する訓令……………………………………………………………………………………………………（農産園芸課）…１０４４

公 告

○ 砂利採取業務主任者試験の合格者の発表……………………………………………………………………………………………………………（土木管理課）…１０４７

改 正 後 改 正 前

（個人識別符号）

第１条の２ 条例第２条第２号の２の実施機関が定める文字、番

号、記号その他の符号は、次に掲げるものとする。

� 省略

� 健康保険法（大正１１年法律第７０号）第３条第１１項に規定する

保険者番号及び同条第１２項に規定する被保険者等記号・番号

� 船員保険法（昭和１４年法律第７３号）第２条第１０項に規定する

保険者番号及び同条第１１項に規定する被保険者等記号・番号

� 省略

� 私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５号）第４５条第１

項に規定する保険者番号及び加入者等記号・番号

� 国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号）第１１２条の２

第１項に規定する保険者番号及び組合員等記号・番号

� 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第１１１条の２第１項

に規定する保険者番号及び被保険者記号・番号

� 省略

（個人識別符号）

第１条の２ 条例第２条第２号の２の実施機関が定める文字、番

号、記号その他の符号は、次に掲げるものとする。

� 省略

� 省略

� 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第９条第２項の被

保険者証の記号、番号及び保険者番号

� 省略

毎週（火・金）曜日発行 第１６２号 令和２年１２月１日

令和２年１２月１日火曜日 第１６２号

愛 媛 県 報
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附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県規則第６２号
肥料取締法施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和２年１２月１日

� 省略

� 地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）第１４４条の

２４の２第１項に規定する保険者番号及び組合員等記号・番号

� 省略

� 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）第

１６１条の２第１項に規定する保険者番号及び被保険者番号

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略


 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）第

５４条第３項の被保険者証の番号及び保険者番号

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 健康保険法施行規則（大正１５年内務省令第３６号）第４７条第２

項の被保険者証の記号、番号及び保険者番号

� 健康保険法施行規則第５２条第１項の高齢受給者証の記号、番

号及び保険者番号

� 船員保険法施行規則（昭和１５年厚生省令第５号）第３５条第１

項の被保険者証の記号、番号及び保険者番号

� 船員保険法施行規則第４１条第１項の高齢受給者証の記号、番

号及び保険者番号

	 私立学校教職員共済法施行規則（昭和２８年文部省令第２８号）

第１条の７の加入者証の加入者番号


 私立学校教職員共済法施行規則第３条第１項の加入者被扶養

者証の加入者番号

� 私立学校教職員共済法施行規則第３条の２第１項の高齢受給

者証の加入者番号

� 国家公務員共済組合法施行規則（昭和３３年大蔵省令第５４号）

第８９条の組合員証の記号、番号及び保険者番号

� 国家公務員共済組合法施行規則第９５条第１項の組合員被扶養

者証の記号、番号及び保険者番号

� 国家公務員共済組合法施行規則第９５条の２第１項の高齢受給

者証の記号、番号及び保険者番号

� 国家公務員共済組合法施行規則第１２７条の２第１項の船員組

合員証及び船員組合員被扶養者証の記号、番号及び保険者番号

� 国民健康保険法施行規則（昭和３３年厚生省令第５３号）第７条

の４第１項に規定する高齢受給者証の記号、番号及び保険者番

号

� 地方公務員等共済組合法施行規程（昭和３７年総理府・文部

省・自治省令第１号）第９３条第２項の組合員証の記号、番号及

び保険者番号

� 地方公務員等共済組合法施行規程第１００条第１項の組合員被

扶養者証の記号、番号及び保険者番号

� 地方公務員等共済組合法施行規程第１００条の２第１項の高齢

受給者証の記号、番号及び保険者番号

� 地方公務員等共済組合法施行規程第１７６条第２項の船員組合

員証及び船員組合員被扶養者証の記号、番号及び保険者番号

� 省略

愛 媛 県 報令和２年１２月１日 第１６２号

１０３５



告 示

�愛媛県告示第１２８４号
令和２年１１月１９日に農地中間管理機構公益財団法人えひめ農林漁

業振興機構から認可申請のあった農用地利用配分計画を、農地中間

管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１号）第１８条第１

項の規定に基づき認可した。

令和２年１２月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 農用地利用配分計画の概要

愛媛県知事 中 村 時 広

肥料取締法施行細則の一部を改正する規則

肥料取締法施行細則（昭和２５年愛媛県規則第６６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、第４条を削り、第５条を第４条とし、第６条を第５条とする改正規定並びに様式第４号

及び様式第５号の改正規定は、令和３年１２月１日から施行する。

２ この規則施行の際現に交付している改正前の肥料取締法施行細則様式第１号及び様式第２号の規定による書類は、改正後の肥料の品質

の確保等に関する法律施行細則様式第１号及び様式第２号の規定による書類とみなす。

改 正 後 改 正 前

肥料の品質の確保等に関する法律施行細則

第１条 肥料の品質の確保等に関する法律（昭和２５年法律第１２７

号。以下「法」という。）第１０条の規定による肥料登録証の様式

は、別記様式第１号による。

第３条 法第４条第１項第７号若しくは第３項の規定により知事の

登録を受けた普通肥料又は法第１６条の２第１項若しくは第２項の

規定による知事への届出に係る指定混合肥料の生産業者は、毎年

２月末日までに、前年中に生産し、又は出荷した普通肥料の種類

別数量を、別記様式第３号によつて、知事に報告しなければなら

ない。

第４条 省略

第５条 省略

様式第１号（第１条関係）

肥料取締法施行細則

第１条 肥 料 取 締 法 （昭 和２５年 法 律 第１２７

号。以下「法」という。）第１０条の規定による肥料登録証の様式

は、別記様式第１号による。

第３条 法第４条第１項第７号若しくは第２項の規定により知事の

登録を受けた普通肥料又は法第１６条の２第１項若しくは第２項の

規定による知事への届出に係る指定配合肥料の生産業者は、毎年

２月末日までに、前年中に生産し、又は出荷した普通肥料の種類

別数量を、別記様式第３号によつて、知事に報告しなければなら

ない。

第４条 前条の普通肥料で知事の定めるものの生産業者は、当該普

通肥料を生産したときは、遅滞なく、その容器又は包装の外部に

知事の定める表示事項を表示しなければならない。

２ 知事は、前項の規定により普通肥料及び表示事項を定めたとき

は、これを告示する。

第５条 省略

第６条 省略

様式第１号（第１条関係）

省略

肥料の品質の確保等に関する法律（昭和２５年法律第１２７

号）第７条の規定により次のとおり 登録した。

省略

省略

肥 料 取 締 法 （昭 和２５年 法 律 第１２７

号）第７条の規定により次のとおりに登録した。

省略

様式第２号（第２条関係） 様式第２号（第２条関係）

省略

肥料の品質の確保等に関する法律（昭和２５年法律第１２７

号）第１９条第２項の規定により次のとおり事故肥料の譲渡を

許可する。

ただし、肥料の品質の確保等に関する法律施行令（昭和２５

年政令第１９８号）第８条の規定により事故肥料成分票を付す

ることを命ずる。

省略

省略

肥 料 取 締 法 （昭 和２５年 法 律 第１２７

号）第１９条第２項の規定により次のとおり事故肥料の譲渡を

許可する。

ただし、肥料取締法施行規則（昭和２５年農林省令第６４号）

第１８条 の規定により事故肥料成分票を付す

ることを命ずる。

省略

様式第４号（第４条関係） 省略

様式第５号（第５条関係） 省略

様式第４号（第５条関係） 省略

様式第５号（第６条関係） 省略

愛 媛 県 報令和２年１２月１日 第１６２号

１０３６
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賃借権の設定等を受ける者 賃借権の設定等を受ける土地

氏名又は名称 住 所 所在及び地番 面積（�）

小 倉 末 博 愛媛県東温市
愛媛県東温市北方字
胡ノ元甲７７４番１ほ
か５筆

５，２１６

� 橋 公 一 愛媛県西条市 愛媛県西条市飯岡鳥
居前３１１番 １，４４０

谷 口 貴 愛媛県宇和島市
愛媛県宇和島市津島
町増穂丙１５９６番ほか
１筆

７８４

三 曳 友 幸 愛媛県宇和島市
愛媛県宇和島市津島
町増穂丙７９６番２ほ
か１筆

２，３８６

２ 認可年月日

令和２年１１月２４日

�������
�愛媛県告示第１２８５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８８条第１項の規定により、

四国中央市土居町小林地域に係る県営土地改良事業計画を変更した

ので、同条第６項において準用する同法第８７条第５項の規定により、

次のとおり土地改良事業変更計画書の写しを縦覧に供する。

令和２年１２月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ため池等整備事業・小富士地区）変更計画

書の写し

２ 縦覧期間

令和２年１２月２日から令和３年１月４日まで

３ 縦覧場所

四国中央市農業振興センター農林水産課内

�愛媛県告示第１２８６号
森林法施行令（昭和２６年政令第２７６号）第４条の２第３項の規定による皆伐面積の限度は、次のとおりとする。

令和２年１２月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

単 位 区 域 保 安 林 の 種 類 面 積
（ヘクタール） 区 域 内 市 町

銅 山 川
水 源 か ん 養 保 安 林 ５５０．１８ 四国中央市（金砂町平野山、富郷町寒川山及び金砂町小川山並びに富郷町豊坂及

び富郷町津根山の各一部に限る。）、四国中央市新宮町、新居浜市（別子山に限
る。）土 砂 流 出 防 備 保 安 林 ２０．４８

金 生 川 ～ 加 茂 川

水 源 か ん 養 保 安 林 ３６９．２７
新居浜市（別子山を除く。）、西条市（明理川、石田、石延、今在家、円海寺、
大新田、大野、上市、河之内、河原津、河原津新田、喜多台、楠、国安、黒谷、
桑村、実報寺、周布、新市、新町、高田、玉之江、旦之上、壬生川、広江、広岡、
福成寺、北条、三津屋、三津屋東、三津屋南、宮之内、三芳、安用、安用出作、
吉田、小松町、丹原町を除く。）、西条市小松町（石鎚（字大成、字有川及び字
黒河並びに字諏訪、字戸石及び字横峰の各一部に限る。）に限る。）、四国中央
市（金砂町平野山、富郷町寒川山及び金砂町小川山並びに富郷町豊坂及び富郷町
津根山の各一部を除く。）、四国中央市土居町

土 砂 流 出 防 備 保 安 林 ８１７．６１

中 山 川

水 源 か ん 養 保 安 林 １９９．４７
西条市（明理川、石田、石延、今在家、円海寺、大新田、大野、上市、河之内、
河原津、河原津新田、喜多台、楠、国安、黒谷、桑村、実報寺、周布、新市、新
町、高田、玉之江、旦之上、壬生川、広江、広岡、福成寺、北条、三津屋、三津
屋東、三津屋南、宮之内、三芳、安用、安用出作、吉田に限る。）、西条市小松
町（石鎚（字大成、字有川及び字黒河並びに字諏訪、字戸石及び字横峰の各一部
を除く。）を除く。）、西条市丹原町（関屋及び田滝の各一部を除く。）、東温
市（滑川及び明河並びに河之内の一部に限る。）

土 砂 流 出 防 備 保 安 林 ２６６．５８

今 治 地 区

水 源 か ん 養 保 安 林 ５５．０１
今治市（吉海町、宮窪町、伯方町、上浦町、大三島町、関前大下、関前岡村、関
前小大下を除く。）、松山市（安居島、浅海原、浅海本谷、磯河内、猪木、院内、
牛谷、大浦、大河内、大西谷、小川、尾儀原、小山田、片山、鹿峰、上難波、鴨
之池、粟井河原、客、儀式、�保、河野高山、小川谷、立岩米之野、才之原、佐
古、猿川、猿川原、下難波、庄、庄府、常保免、苞木、善応寺、高田、滝本、北
条辻、常竹、土手内、河野中須賀、中通、中西内、中西外、立岩中村、夏目、西
谷、萩原、八反地、平林、麓、河野別府、北条、本谷、宮内、安岡、正岡神田、
横谷、和田、光洋台、府中、柳原に限る。）

土 砂 流 出 防 備 保 安 林 ３８５．４８

重 信 川

水 源 か ん 養 保 安 林 ２６７．６９

松山市（安居島、浅海原、浅海本谷、磯河内、猪木、院内、牛谷、大浦、大河内、
大西谷、小川、尾儀原、小山田、片山、鹿峰、上難波、鴨之池、粟井河原、客、
儀式、�保、河野高山、小川谷、立岩米之野、才之原、佐古、猿川、猿川原、下
難波、庄、庄府、常保免、苞木、善応寺、高田、滝本、北条辻、常竹、土手内、
河野中須賀、中通、中西内、中西外、立岩中村、夏目、西谷、萩原、八反地、平
林、麓、河野別府、北条、本谷、宮内、安岡、正岡神田、横谷、和田、光洋台、
府中、柳原、中島粟井、宇和間、中島大浦、小浜、上怒和、熊田、神浦、津和地、
長師、饒、野忽那、畑里、二神、宮野、睦月、元怒和、吉木を除く。）、伊予市
（中山町、双海町を除く。）、西条市丹原町（関屋及び田滝の各一部に限る。）、
東温市（滑川及び明河並びに河之内の一部を除く。）、伊予郡砥部町（満穂、玉
谷、中野川、高市、総津、多居谷、仙波を除く。）

土 砂 流 出 防 備 保 安 林 ６２６．３２

小 田 川
水 源 か ん 養 保 安 林 ２１．２６ 喜多郡内子町（本川、上川、立石、南山、寺村、小田、日野川、大平、吉野川、

中田渡、上田渡、臼杵、中川（一部を除く。）に限る。）、伊予郡砥部町（満穂、
玉谷、中野川、高市、総津、多居谷、仙波に限る。）、伊予市中山町、双海町土 砂 流 出 防 備 保 安 林 ７３．９８

肱 川
水 源 か ん 養 保 安 林 ８１２．０２ 大洲市、喜多郡内子町（本川、上川、立石、南山、寺村、小田、日野川、大平、

吉野川、中田渡、上田渡、臼杵、中川を除く。）、西予市宇和町（郷内、西山田
及び山田の各一部を除く。）、野村町（大野ヶ原の一部を除く。）、城川町土 砂 流 出 防 備 保 安 林 １０７．８１
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八 幡 浜 地 区
水 源 か ん 養 保 安 林 １４．３８ 八幡浜市、西宇和郡伊方町、西予市三瓶町、明浜町、宇和町（郷内、西山田及び

山田の各一部に限る。）土 砂 流 出 防 備 保 安 林 ５７．９４

宇 和 島 地 区
水 源 か ん 養 保 安 林 ６１５．０９

宇和島市（三間町及び野川の一部を除く。）、南宇和郡愛南町
土 砂 流 出 防 備 保 安 林 １１２．４７

吉 海 宮 窪 地 区 土 砂 流 出 防 備 保 安 林 １８．０８ 今治市吉海町、宮窪町

伯 方 地 区 土 砂 流 出 防 備 保 安 林 １９．８４ 今治市伯方町

弓 削 地 区 土 砂 流 出 防 備 保 安 林 ３．１０ 越智郡上島町（生名、岩城、魚島を除く。）

上 浦 大 三 島 地 区 土 砂 流 出 防 備 保 安 林 ３９．２０ 今治市上浦町、大三島町

中 島 地 区 土 砂 流 出 防 備 保 安 林 ２．５０ 松山市（中島粟井、宇和間、中島大浦、小浜、上怒和、熊田、神浦、津和地、長
師、饒、野忽那、畑里、二神、宮野、睦月、元怒和、吉木に限る。）

四 万 十 川
水 源 か ん 養 保 安 林 ５４２．２４

宇和島市（三間町及び野川の一部に限る。）、北宇和郡鬼北町、松野町
土 砂 流 出 防 備 保 安 林 ３７．１０

仁 淀 川 上 流
水 源 か ん 養 保 安 林 ８８５．６４ 上浮穴郡�万高原町、喜多郡内子町（中川の一部に限る。）、西予市野村町（大

野ヶ原の一部に限る。）土 砂 流 出 防 備 保 安 林 ４８．１８

東 予 干 害 防 備 保 安 林 １９．１０

四国中央市（上柏町、下柏町、村松町、三島朝日一丁目、三島朝日二丁目、三島
朝日三丁目、三島紙屋町、三島宮川一丁目、三島宮川二丁目、三島宮川三丁目、
三島宮川四丁目、三島中央一丁目、三島中央二丁目、三島中央三丁目、三島中央
四丁目、三島中央五丁目、三島金子一丁目、三島金子二丁目、三島金子三丁目、
中曽根町、中之庄町、具定町、寒川町、豊岡町大町、豊岡町豊田、豊岡町長田、
豊岡町五良野、豊岡町岡銅、富郷町寒川山、富郷町豊坂、富郷町津根山、金砂町
小川山、金砂町平野山に限る。）、新居浜市、西条市（明理川、石田、石延、今
在家、円海寺、大新田、大野、上市、河之内、河原津、河原津新田、喜多台、楠、
国安、黒谷、桑村、実報寺、周布、新市、新町、高田、玉之江、旦之上、壬生川、
広江、広岡、福成寺、北条、三津屋、三津屋東、三津屋南、宮之内、三芳、安用、
安用出作、吉田、丹原町に限る。）

中 予 干 害 防 備 保 安 林 ４．１４

松山市（安居島、浅海原、浅海本谷、磯河内、猪木、院内、牛谷、大浦、大河内、
大西谷、小川、尾儀原、小山田、片山、鹿峰、上難波、鴨之池、粟井河原、客、
儀式、�保、河野高山、小川谷、立岩米之野、才之原、佐古、猿川、猿川原、下
難波、庄、庄府、常保免、苞木、善応寺、高田、滝本、北条辻、常竹、土手内、
河野中須賀、中通、中西内、中西外、立岩中村、夏目、西谷、萩原、八反地、平
林、麓、河野別府、北条、本谷、宮内、安岡、正岡神田、横谷、和田、光洋台、
府中、柳原に限る。）

南 予 干 害 防 備 保 安 林 １９．９４ 八幡浜市、西予市、北宇和郡鬼北町、南宇和郡愛南町（正木、増田、小山、中川、
広見、満倉、上大道、一本松に限る。）

東 予 保 健 保 安 林 １７．９２

新居浜市、西条市（明理川、石田、石延、今在家、円海寺、大新田、大野、上市、
河之内、河原津、河原津新田、喜多台、楠、国安、黒谷、桑村、実報寺、周布、
新市、新町、高田、玉之江、旦之上、壬生川、広江、広岡、福成寺、北条、三津
屋、三津屋東、三津屋南、宮之内、三芳、安用、安用出作、吉田、丹原町を除く。）

今 治 地 区 保 健 保 安 林 ２９．３４

松山市（安居島、浅海原、浅海本谷、磯河内、猪木、院内、牛谷、大浦、大河内、
大西谷、小川、尾儀原、小山田、片山、鹿峰、上難波、鴨之池、粟井河原、客、
儀式、�保、河野高山、小川谷、立岩米之野、才之原、佐古、猿川、猿川原、下
難波、庄、庄府、常保免、苞木、善応寺、高田、滝本、北条辻、常竹、土手内、
河野中須賀、中通、中西内、中西外、立岩中村、夏目、西谷、萩原、八反地、平
林、麓、河野別府、北条、本谷、宮内、安岡、正岡神田、横谷、和田、光洋台、
府中、柳原に限る。）、今治市玉川町、波方町

中 予 保 健 保 安 林 １３．８４

松山市（安居島、浅海原、浅海本谷、磯河内、猪木、院内、牛谷、大浦、大河内、
大西谷、小川、尾儀原、小山田、片山、鹿峰、上難波、鴨之池、粟井河原、客、
儀式、�保、河野高山、小川谷、立岩米之野、才之原、佐古、猿川、猿川原、下
難波、庄、庄府、常保免、苞木、善応寺、高田、滝本、北条辻、常竹、土手内、
河野中須賀、中通、中西内、中西外、立岩中村、夏目、西谷、萩原、八反地、平
林、麓、河野別府、北条、本谷、宮内、安岡、正岡神田、横谷、和田、光洋台、
府中、柳原、中島粟井、宇和間、中島大浦、小浜、上怒和、熊田、神浦、津和地、
長師、饒、野忽那、畑里、二神、宮野、睦月、元怒和、吉木を除く。）、東温市
（上村、牛渕、上林、北野田、志津川、下林、田窪、西岡、野田一丁目、野田二
丁目、野田三丁目、樋口、南野田、見奈良、山之内、横河原に限る。）、上浮穴
郡�万高原町（東明神、西明神、入野、�万、上野尻、下野尻、菅生、上畑野川、
下畑野川、直瀬、露峰、二名、父野川、柳井川、中津、西谷に限る。）、喜多郡
内子町（中川の一部に限る。）

八 幡 浜 ～ 肱 川 保 健 保 安 林 ２０．９６ 八幡浜市保内町、西予市三瓶町、野村町、城川町

宇和島～四万十川 保 健 保 安 林 ３．７８ 宇和島市（吉田町、三間町、津島町を除く。）、北宇和郡松野町

弓 削 地 区 保 健 保 安 林 ３．１０ 越智郡上島町（生名、岩城、魚島を除く。）

注 銅山川、金生川～加茂川、中山川、今治地区、重信川、仁淀川上流、肱川、宇和島地区及び四万十川には、国有林を含む。
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�愛媛県告示第１２８７号
次の森林を保安林予定森林にしたから、森林法（昭和２６年法律第

２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

令和２年１２月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

今治市波方町小部字北谷乙１４０の７、乙１４１の２

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

波方町小部字北谷乙１４０の７・乙１４１の２（以上２筆につい

て、次の図に示す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び今治市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１２８８号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号。以下「法」という。）第１４条第

６項の規定により、愛媛県資源管理方針を次のとおり公表する。

令和２年１２月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 資源管理に関する基本的な事項

� 本県の水産業の状況

本県の水産業は、平成３０年には生産量で１３７，６６３トン、生産

額は８８７億円に上り、全国でも上位に位置している。また、同

年における漁業経営体数は３，４４４経営体であり、水産業は、多

くの沿岸地域において中核的な産業となっている。このように

水産業は、本県の均衡ある発展のためにも極めて重要な産業で

あり、今後とも水産業の振興を図っていくためには、水産資源

を適切に管理し、合理的に利用していくことが必要である。

� 本県の責務

本県は、法第６条の規定に基づき、国とともに資源管理を適

切に実施する責務を有する。このため、国と協力しつつ、本県

の管轄する水面の資源調査、資源評価及び資源管理を行うとと

もに、法第１０条第１項の規定に基づき、必要と認めるときは、

農林水産大臣に対し、資源評価が行われていない水産資源につ

いて資源評価を要請するものとする。

２ 特定水産資源ごとの知事管理区分

知事管理区分は、特定水産資源ごとに漁獲量の管理を行うため、

知事が設定する管理区分であり、管理区分ごとに少なくとも以下

の事項を定めるものとする。

� 水域

� 対象とする漁業

� 漁獲可能期間

３ 特定水産資源ごとの漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準

� 漁獲可能量

漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準は、漁獲実績を基

礎とし、当該特定水産資源を漁獲対象とする漁業の実態その他

の事情を勘案して、特定水産資源ごとに定めることとする。

� 留保枠の設定

年によって異なる漁場形成の変動や想定外の来遊等に対応す

るため、特定水産資源ごとに漁獲可能量に留保枠を設けること

ができることとする。

� 数量の融通

年によって異なる漁場形成の変動や想定外の来遊等により生

じる、それぞれの知事管理区分に配分した数量の過不足が、漁

業者及び関連業者に与える影響を緩和するため、�及び�の規
定に基づく配分後の関係団体による要望及び知事管理区分ごと

の知事管理漁獲可能量の消化状況を踏まえて、知事管理区分間

における数量の融通を可能な範囲で行い、それぞれの知事管理

区分に配分することで、当該影響の緩和に努めるものとする。

４ 知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法

知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法は、漁獲割当てによる

管理を基本とする。それ以外の知事管理区分については、漁獲量

の総量の管理を行うが、科学的知見の蓄積、漁獲量等の報告体制

の整備等が整ったものから、順次、漁獲割当てによる管理に移行

するものとする。

５ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

� 特定水産資源

特定水産資源については、資源管理基本方針（令和２年１０月

農林水産省告示第１９８２号）に即して、当該特定水産資源ごとの

資源管理の目標の達成に効果があると認める場合には、小型魚

の漁獲を避けるための網目等の漁具の制限等、漁獲可能量によ

る管理以外の管理手法を活用し、漁獲可能量による管理と組み

合わせて資源管理を行うものとする。

また、当該特定水産資源の採捕をする者による法第１２４条第

１項の協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、

当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況の定

期的な検証及び取組内容の改良並びにこれらの結果の知事への

報告が行われるよう指導を行うものとする。

� 特定水産資源以外の水産資源

特定水産資源以外の水産資源については、資源管理基本方針

に即して、当該水産資源ごとの資源管理の目標の達成に向け、

最新の資源評価及び漁獲シナリオにより導かれる漁獲圧力の管

理を適切に行うために、必要と考えられる資源管理の手法によ

る管理を組み合わせて、資源管理を行うものとする。

法第１１条第２項第２号の資源管理の目標を定めるに当たって

必要な資源評価が行われていない場合には、当該資源評価が行

われるまでの間は、利用可能な最新の科学的知見を用いて資源

管理の方向性を設定することとする。

また、当該特定水産資源以外の水産資源の採捕をする者によ

る法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定した協定を公

表するとともに、当該協定に参加している者自らによる当該協

定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良並びにこれら

の結果の知事への報告が行われるよう指導を行うものとする。

６ その他資源管理に関する重要事項

� 漁獲量等の情報の収集

ア 漁獲量や漁獲状況に関する情報は、資源状況や環境変動が
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資源に与える影響等を把握するために有益であり、資源評価

の精度を上げるために重要である。また、資源管理措置の遵

守状況のモニタリング等、適切な資源管理を行うためにも重

要である。

イ 漁獲量等の情報は、法第２６条第１項又は第３０条第１項の規

定による漁獲可能量による管理として行うもののほか、知事

許可漁業の許可を受けた者による資源管理の状況等の報告

（法第５８条において準用する法第５２条第１項）、漁業権者に

よる資源管理の状況等の報告（法第９０条第１項）においても

報告が義務付けられている。これらの報告により収集した情

報を農林水産大臣へ報告し、農林水産大臣及び知事が相互に

漁獲量等の情報を共有することにより、適切な資源管理に向

けてこれらの情報を活用していくこととする。

ウ また、これらの報告による漁獲量等の情報の収集の重要性

を踏まえて、より迅速かつ効率的に情報を収集することがで

きるよう、国と連携しつつ、漁業者や漁業協同組合、市場等

から漁獲量等の情報を電子的に収集・蓄積するシステムの構

築を進めるとともに、データを一元的に集約し、用途に応じ

て編集・処理することで、適切な資源管理に向けてこれらの

情報の活用が図られるようにする。

� 資源管理の進め方

新たな資源管理の推進に当たっては、漁業者その他の関係者

の理解と協力を得た上で、着実に実行していくものとする。

� 遊漁者に対する指導

遊漁者に対し、資源管理基本方針及び愛媛県資源管理方針に

基づく資源管理の実施について協力するよう指導するものとす

る。

� その他

資源管理の目標を定めるに当たって必要な資源評価が行われ

ていない水産資源については、当該目標が定められるまでの間

は、利用可能な最新の科学的知見を用いて、漁獲努力量等のデ

ータを収集して検証を行い、必要に応じ現行の資源管理の取組

内容の改善を図る。

また、海洋生物資源の分布、回遊状況及び内容、当該資源を

取り巻く環境等についてのより詳細な科学的データ及び知見を

蓄積するため、愛媛県農林水産研究所水産研究センターを中心

とし、国及び関係都道府県との連携の下、資源管理体制の充実

強化を図る。

７ 愛媛県資源管理方針の検討

法第１４条第８項に定める場合のほか、直近の資源評価、最新の

科学的知見、漁業の動向その他の事情を勘案して、おおむね５年

ごとに、この資源管理方針についての検討を行うとともに、この

資源管理方針に記載されている個別の水産資源についても、少な

くとも５年ごとに見直しを行うものとする。

８ 個別の水産資源についての具体的な資源管理の方針

特定水産資源についての具体的な資源管理の方針は、別紙１か

ら別紙４までに定めるものとする。

別紙１

１ 特定水産資源

まいわし太平洋系群

２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等

知事管理区分は、愛媛県いわし、あじ、さばまき網漁業等とす

る。

� 当該知事管理区分を構成する事項

ア 水域

イの対象とする漁業が、まいわしの採捕を行う水域

イ 対象とする漁業

愛媛県に住所又は主たる事務所その他の事業所の所在地

（以下「住所等」という。）がある者がまいわしを採捕する

漁業

ウ 漁獲可能期間

周年

� 漁獲量の管理の手法等

当該知事管理区分における管理の手法は、現行の水準以上に

漁獲量を増加させない管理とし、漁獲量等に係る報告の期限は、

陸揚げした日からその属する月の翌月の１０日までとする。

３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準

全量を当該知事管理区分に配分する。

４ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

当該知事管理区分においては、漁獲可能量による管理以外の手

法として、漁獲努力量による管理を合わせて行うこととする。こ

の場合における当該漁業に係る漁獲努力量の上限は、次の表の左

欄に掲げる漁業の種類ごとに、それぞれ同表の右欄に掲げるとお

りとする。

漁業の種類 漁獲努力量（単位：隻）

いわし、あじ、さばまき網
漁業等 １０，０８６隻

５ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙２

１ 特定水産資源

まあじ

２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等

知事管理区分は、愛媛県いわし、あじ、さばまき網漁業等とす

る。

� 当該知事管理区分を構成する事項

ア 水域

イの対象とする漁業が、まあじの採捕を行う水域

イ 対象とする漁業

愛媛県に住所等がある者がまあじを採捕する漁業

ウ 漁獲可能期間

周年

� 漁獲量の管理の手法等

当該知事管理区分における管理の手法は、現行の水準以上に

漁獲量を増加させない管理とし、漁獲量等に係る報告の期限は、

陸揚げした日からその属する月の翌月の１０日までとする。

３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準

全量を当該知事管理区分に配分する。

４ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

当該知事管理区分においては、漁獲可能量による管理以外の手

法として、漁獲努力量による管理を合わせて行うこととする。こ

の場合における当該漁業に係る漁獲努力量の上限は、次の表の左

欄に掲げる漁業の種類ごとに、それぞれ同表の右欄に掲げるとお

りとする。
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漁業の種類 漁獲努力量（単位：隻）

いわし、あじ、さばまき網
漁業等 １０，０８６隻

５ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙３

１ 特定水産資源

くろまぐろ（小型魚）

２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等

知事管理区分は、愛媛県くろまぐろ（小型魚）漁業（４月から

６月まで）、愛媛県くろまぐろ（小型魚）漁業（７月から９月ま

で）、愛媛県くろまぐろ（小型魚）漁業（１０月から１２月まで）、

愛媛県くろまぐろ（小型魚）漁業（１月から３月まで）とする。

� 愛媛県くろまぐろ（小型魚）漁業（４月から６月まで）

ア 当該知事管理区分を構成する事項

� 水域

中西部太平洋条約海域（漁業の許可及び取締り等に関す

る省令（昭和３８年農林省令第５号）第１条第１項第１号に

掲げる海域をいう。以下同じ。）

� 対象とする漁業

愛媛県に住所等がある者がくろまぐろ（小型魚）を採捕

する漁業（以下「くろまぐろ（小型魚）を採捕する漁業」

という。）

� 漁獲可能期間

４月１日から同年６月末日まで

イ 漁獲量の管理の手法等

当該知事管理区分における管理の手法は、漁獲量の総量の

管理とし、漁獲量等に係る報告の期限は、次のとおりとする。

� 漁獲可能量の超過のおそれがない場合にあっては、陸揚

げした日からその属する月の翌月の１０日までとする。

� 漁獲可能量の超過のおそれがあり、知事が法第３１条の規

定による公表を行った場合にあっては、当該管理年度中は、

陸揚げした日から３日以内とする。

� 愛媛県くろまぐろ（小型魚）漁業（７月から９月まで）

ア 当該知事管理区分を構成する事項

� 水域

中西部太平洋条約海域

� 対象とする漁業

くろまぐろ（小型魚）を採捕する漁業

� 漁獲可能期間

７月１日から同年９月末日まで

イ 漁獲量の管理の手法等

当該知事管理区分における管理の手法は、漁獲量の総量の

管理とし、漁獲量等に係る報告の期限は、次のとおりとする。

� 漁獲可能量の超過のおそれがない場合にあっては、陸揚

げした日からその属する月の翌月の１０日までとする。

� 漁獲可能量の超過のおそれがあり、知事が法第３１条の規

定による公表を行った場合にあっては、当該管理年度中は、

陸揚げした日から３日以内とする。

� 愛媛県くろまぐろ（小型魚）漁業（１０月から１２月まで）

ア 当該知事管理区分を構成する事項

� 水域

中西部太平洋条約海域

� 対象とする漁業

くろまぐろ（小型魚）を採捕する漁業

� 漁獲可能期間

１０月１日から同年１２月末日まで

イ 漁獲量の管理の手法等

当該知事管理区分における管理の手法は、漁獲量の総量の

管理とし、漁獲量等に係る報告の期限は、次のとおりとする。

� 漁獲可能量の超過のおそれがない場合にあっては、陸揚

げした日からその属する月の翌月の１０日までとする。

� 漁獲可能量の超過のおそれがあり、知事が法第３１条の規

定による公表を行った場合にあっては、当該管理年度中は、

陸揚げした日から３日以内とする。

� 愛媛県くろまぐろ（小型魚）漁業（１月から３月まで）

ア 当該知事管理区分を構成する事項

� 水域

中西部太平洋条約海域

� 対象とする漁業

くろまぐろ（小型魚）を採捕する漁業

� 漁獲可能期間

１月１日から同年３月末日まで

イ 漁獲量の管理の手法等

当該知事管理区分における管理の手法は、漁獲量の総量の

管理とし、漁獲量等に係る報告の期限は、次のとおりとする。

� 漁獲可能量の超過のおそれがない場合にあっては、陸揚

げした日からその属する月の翌月の１０日までとする。

� 漁獲可能量の超過のおそれがあり、知事が法第３１条の規

定による公表を行った場合にあっては、当該管理年度中は、

陸揚げした日から３日以内とする。

３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準

漁獲可能量の知事管理区分への配分は、本県に配分された漁獲

可能量のうち、９割を直近３年間の漁獲実績に応じてそれぞれの

知事管理区分に按分し、残りの１割を本県の留保枠とする。なお、

それぞれの知事管理区分の漁獲可能量の最低配分量は１トンとす

る。

４ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

該当なし。

５ その他資源管理に関する重要事項

知事管理区分の漁獲量の公表に関し、法第３１条に定める場合に

該当するか否かについては、当該知事管理区分の漁獲量がその知

事管理漁獲可能量の７割を超えるときを基準として、漁獲量の推

移に応じて判断する。

別紙４

１ 特定水産資源

くろまぐろ（大型魚）

２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等

知事管理区分は、愛媛県くろまぐろ（大型魚）漁業とする。

� 当該知事管理区分を構成する事項

ア 水域

中西部太平洋条約海域

イ 対象とする漁業

愛媛県に住所等がある者がくろまぐろ（大型魚）を採捕す

る漁業
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ウ 漁獲可能期間

周年

� 漁獲量の管理の手法等

当該知事管理区分における管理の手法は、漁獲量の総量の管

理とし、漁獲量等に係る報告の期限は、次のとおりとする。

ア 漁獲可能量の超過のおそれがない場合にあっては、陸揚

げした日からその属する月の翌月の１０日までとする。

イ 漁獲可能量の超過のおそれがあり、知事が法第３１条の規定

による公表を行った場合にあっては、当該管理年度中は、陸

揚げした日から３日以内とする。

３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準

漁獲可能量の知事管理区分への配分は、本県に配分された漁獲

可能量の９割とし、残りの１割を留保枠とする。なお、留保枠が

１トン未満であるときは１トンとし、知事管理区分への配分は、

本県に配分された漁獲可能量から１トンを差し引いた数量とする。

４ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

該当なし。

５ その他資源管理に関する重要事項

知事管理区分の漁獲量の公表に関し、法第３１条に定める場合に

該当するか否かについては、当該知事管理区分の漁獲量がその知

事管理漁獲可能量の７割を超えるときを基準として、漁獲量の推

移に応じて判断する。

�愛媛県告示第１２８９号
瀬戸内海漁業取締規則の規定に基き、同規則の規定に該当する漁業の地方名称（昭和２６年９月愛媛県告示第４６９号）の一部を次のように改

正し、告示の日から施行する。

令和２年１２月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

瀬戸内海漁業取締規則（昭和２６年農林省令第６２号）第７条の規定

に基づき、同規則第２条第１項及び第３条

に該当する漁業の地方名称を、次のとおり定める。

第２条第１項に該当するもの

小型機船底びき網漁業

機船手繰網漁業

えびこぎ網漁業

自家用釣り餌料びき網漁業

鉄管こぎ網漁業

貝桁網漁業

戦車こぎ網漁業

なまこ桁網漁業

前記７種以外の小型機船底びき網漁業

機船船びき網漁業

瀬戸内海いわし機船船びき網漁業

いわし機船船びき網漁業

さより機船船びき網漁業

雑魚機船船びき網漁業

前記４種以外の機船船びき網漁業

地びき網漁業

雑魚地びき網漁業

前記以外の地びき網漁業

瀬戸内海漁業取締規則（昭和２６年農林省令第６２号）第９条の規定

に基き 、同規則第２条第１項、第３条第１項、第５条及び第７条

に該当する漁業の地方名称を、次のとおり定める。

第２条第１項に該当するもの

打瀬網漁業

打瀬網漁業

けた付打瀬網漁業

潮打瀬網漁業

も打瀬網漁業

雑魚小網漁業

鶏蝦漕網漁業（１名くだ網）

前記６種以外の打瀬網漁業

こぎ網漁業

えびこぎ網漁業

いかこぎ網漁業

なまここぎ網漁業

２そうこぎ網漁業

まんがこぎ網漁業

もこぎ網漁業（もびき網漁業を含む。）

前記６種以外のこぎ網漁業

手繰網漁業

手繰網漁業

も手繰網漁業

雑魚小網漁業

磯繰網漁業又は練網漁業

手繰小網漁業

がぜ網漁業

前記６種以外の手繰網漁業

地びき網漁業

いわし地びき網漁業

あじ地びき網漁業
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�愛媛県告示第１２９０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

西条市大町土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

令和２年１２月１日

愛媛県東予地方局長 齊 藤 直 樹

就 任

第３条 に該当するもの

省略

ちぬ地びき網漁業

たい地びき網漁業

いかなご地びき網漁業

このしろ地びき網漁業

たなご地びき網漁業

前記７種以外の地びき網漁業

船びき網漁業

いわし船びき網漁業

たい船びき網漁業

あじ船びき網漁業

さば船びき網漁業

いかなご船びき網漁業

このしろ船びき網漁業

前記６種以外の船びき網漁業

第３条第１項に該当するもの

省略

空釣なわ漁業

たいらぎこぎ漁業

第５条に該当するもの

船びき網漁業

いわし船びき網漁業

いわし沖取網漁業

いわしバツテ網漁業

第７条に該当するもの

敷網漁業

４そう張網漁業

あじ、さば敷網漁業

ぼら敷網漁業

磯敷網漁業

前記４種以外の敷網漁業

まき網漁業

たい、さわら縛網漁業

いわし揚繰網漁業

いわし巾着網漁業

あぢ、さば巾着網漁業

はまち巾着網漁業

このしろ繰網漁業

前記６種以外のまき網漁業

〃 本 田 泰 啓 西条市福武甲１５０番地１

〃 柳 原 和 一 西条市福武甲１５７９番地１

〃 曽 我 健 次 西条市福武甲１４６２番地１

〃 丹 誠 一 西条市福武甲１９７４番地

〃 浮 田 秀 敏 西条市大町４１番地２

〃 岩 間 勇 次 西条市大町１１４８番地

〃 伊 藤 福 一 西条市大町１０７９番地３

〃 秋 山 博 和 西条市大町１７６番地

〃 � 橋 元 正 西条市大町１０５８番地

〃 戸 田 康 史 西条市福武甲１１８８番地

〃 松 本 浩 希 西条市大町２３４番地３

〃 眞 鍋 稔 西条市神拝甲６６番地

〃 木 藤 計 広 西条市大町４６８番地１３

〃 加 藤 武 司 西条市朔日市２３番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 加 藤 通 安 西条市明神木６１番地

〃 一 色 信 之 西条市明神木９２番地１

〃 小 山 喜代実 西条市福武甲１０４３番地

〃 浮 田 健 志 西条市福武甲４４番地１
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訓 令

退 任

�愛媛県告示第１２９１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和２年１２月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１２９２号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

令和２年１２月１日

愛媛県中予地方局長 東 公 弘

�愛媛県訓令第２２号
庁 中 一 般

各地方機関

愛媛県庁事務決裁規程等の一部を改正する訓令を次のように定める。

令和２年１２月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県庁事務決裁規程等の一部を改正する訓令

（愛媛県庁事務決裁規程の一部改正）

第１条 愛媛県庁事務決裁規程（昭和５１年愛媛県訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

〃 藤 田 利 高 西条市飯岡３１８８番地

監 事 矢 野 文 和 西条市明神木９４番地３

〃 岡 敏 夫 西条市福武甲３４９番地４

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 加 藤 通 安 西条市明神木６１番地

〃 一 色 信 之 西条市明神木９２番地１

〃 小 山 喜代実 西条市福武甲１０４３番地

〃 浮 田 健 志 西条市福武甲４４番地１

〃 本 田 泰 啓 西条市福武甲１５０番地１

〃 柳 原 和 一 西条市福武甲１５７９番地１

〃 曽 我 健 次 西条市福武甲１４６２番地１

〃 丹 誠 一 西条市福武甲１９７４番地

〃 浮 田 秀 敏 西条市大町４１番地２

〃 岩 間 勇 次 西条市大町１１４８番地

〃 伊 藤 福 一 西条市大町１０７９番地３

〃 加 藤 喜 義 西条市大町９７９番地３

〃 � 橋 元 正 西条市大町１０５８番地

〃 藤 田 正 一 西条市福武甲１６１９番地１

〃 戸 田 秀 夫 西条市福武甲１１９９番地３

〃 眞 鍋 稔 西条市神拝甲６６番地

〃 木 藤 計 広 西条市大町４６８番地１３

〃 加 藤 武 司 西条市朔日市２３番地

〃 藤 田 利 高 西条市飯岡３１８８番地

監 事 矢 野 文 和 西条市明神木９４番地３

〃 日 野 正 俊 西条市大町９０９番地２

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 岩城環状線
越智郡上島町岩城７５９番３から

同町岩城８３０番地まで
令和２年１２月１日

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２中局建（開）第３１号

令和２年１１月２４日
伊予郡松前町大字中川原字木下５７３番１、５７４番３、５７４番５、５７４番６

伊予郡松前町大字中川原５７３番地１

松前町大字中川原区

改 正 後 改 正 前

別表第８（第４条関係）

知事の権限に属する農林水産部関係事務に係る特定決裁事項

別表第８（第４条関係）

知事の権限に属する農林水産部関係事務に係る特定決裁事項
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第２条 愛媛県庁事務決裁規程の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

部

長

局

長

課

長

農

産

園

芸

課

１・２

省略

農

産

園

芸

課

１・２

省略

３ 肥

料の

品質

の確

保等

に関

する

法律

の施

行に

関す

る事

務

３ 肥

料取

締法

の施

行に

関す

る事

務

１ 肥料の登録及び登録の更新並

びに変更等の届出の処理（第７

条、第１２条、第１３条）

○

２ 指定配合肥料の生産業者の届

出の受理（県外に住所を有する

者に係るものに限る。５の項及

び６の項において同じ。）（第

１６条の２）

○

１ 省略 ３ 省略

２ 省略 ４ 省略

５ 特殊肥料の生産業者及び輸入

業者の届出の受理（第２２条）

○

６ 販売業務についての届出の受

理（第２３条）

○

７ 報告の徴収（第２９条第１項、

第３項）

○

８ 立入検査、質問及び収去（第

３０条第１項、第３項、第５項、

第６項）

○

９ 行政処分の実施（第３１条） ○

１０ 肥料の指定（第３５条） ○

４～１６

省略

４～１６

省略

改 正 後 改 正 前

別表第８（第４条関係）

知事の権限に属する農林水産部関係事務に係る特定決裁事項

別表第８（第４条関係）

知事の権限に属する農林水産部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

部

長

局

長

課

長

農

産

園

芸

課

１・２

省略

農

産

園

芸

課

１・２

省略

３ 肥

料の

品質

の確

保等

に関

１ 省略 ３ 肥

料の

品質

の確

保等

に関

１ 省略

２ 施用上の注意等の表示命令

（第２１条）

○
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（愛媛県地方局事務決裁規程の一部改正）

第３条 愛媛県地方局事務決裁規程（昭和５５年愛媛県訓令第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県地方局処務規程の一部改正）

第４条 愛媛県地方局処務規程（昭和５６年愛媛県訓令第４０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

する

法律

の施

行に

関す

る事

務

する

法律

の施

行に

関す

る事

務

４～１６

省略

４～１６

省略

改 正 後 改 正 前

別表第４（第４条関係）

局長の権限に属する産業経済部関係事務に係る特定決裁事項

別表第４（第４条関係）

局長の権限に属する産業経済部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

局

長

専決者
局

長

専決者

部

長

課

長

部

長

課

長

産

業

振

興

課

１～１４

省略

産

業

振

興

課

１～１４

省略

１５ 肥料

の品質

の確保

等に関

する法

律の施

行に関

する事

務

１５ 肥料

取締法

の施

行に関

する事

務

１ 指定配合肥料の生産業者の届

出の受理（第１６条の２）

○

２ 特殊肥料の生産業者及び輸入

業者の届出の受理（第２２条）

○

３ 販売業務についての届出（第

２３条）

○

１ 省略 ４ 省略

２ 省略 ５ 省略

１６～１９

省略

１６～１９

省略

備考 省略 備考 省略

改 正 後 改 正 前

（地方局長の専決事項）

第１４条 省略

２～４ 省略

５ 地方局長の専決処理すべき事項のうち、産業経済部に関する事

項は、次に掲げるとおりとする。

�～�の２ 省略

�の３ 肥料の品質の確保等に関する法律第１６条の２の規定に基

づく指定混合肥料の生産業者の届出の受理に関すること（県外

に住所を有する者に係るものを除く。）。

（地方局長の専決事項）

第１４条 省略

２～４ 省略

５ 地方局長の専決処理すべき事項のうち、産業経済部に関する事

項は、次に掲げるとおりとする。

�～�の２ 省略

�の３ 肥料取締法 第１６条の２の規定に基

づく指定配合肥料の生産業者の届出の受理に関すること（県外

に住所を有する者に係るものを除く。）。
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公 告

�公 告

砂利採取業務主任者試験の合格者の発表について

令和２年１１月１３日に実施した砂利採取業務主任者試験の合格者は、

次のとおりである。

令和２年１２月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和３年１２月１日から施行する。

�の４ 肥料の品質の確保等に関する法律第２２条の規定に基づく

特殊肥料の生産業者及び輸入業者の届出の受理に関すること

（県外に住所を有する者に係るものを除く。）。

�の５ 肥料の品質の確保等に関する法律第２３条の規定に基づく

販売業務についての届出の受理に関すること（県外に住所を有

する者に係るものを除く。）。

�の６ 肥料の品質の確保等に関する法律第２９条第１項及び第３

項の規定に基づく報告の徴収に関すること。

�の７ 肥料の品質の確保等に関する法律第３０条第１項及び第

３項 の規定に基づく立入検査、質問及び収去

に関すること。

�の８～� 省略

６～９ 省略

�の４ 肥料取締法 第２２条の規定に基づく

特殊肥料の生産業者及び輸入業者の届出の受理に関すること

（県外に住所を有する者に係るものを除く。）。

�の５ 肥料取締法 第２３条の規定に基づく

販売業務についての届出の受理に関すること（県外に住所を有

する者に係るものを除く。）。

�の６ 肥料取締法 第２９条第１項及び第３

項の規定に基づく報告の徴収に関すること。

�の７ 肥 料 取 締 法 第３０条 第１項、第３

項、第５項及び第６項の規定に基づく立入検査、質問及び収去

に関すること。

�の８～� 省略

６～９ 省略

受験番号

１

令和２年１２月１日 発行
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